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本日ご議論頂きたい論点の位置づけ
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（１）兼職に関する規律等
 例外として兼職が許容される取締役等の範囲
 兼職が禁止される重要な役割を担う従業者の範囲
 人事交流規範の策定

（２）業務の受委託等に関する規律
 例外として許容されるガス導管事業者による業務の受委託の内容

（３）グループ内の利益移転等（通常の取引条件）に関する規律
 「通常の取引の条件とは異なる条件であって適正な競争関係を阻害するおそれのある条件」の具体的な
判断基準

 「特殊の関係のある者」の範囲

（４）社名・商標・広告宣伝等に関する規律
 禁止される社名の判断基準
 独自商標の設定の義務付け
 禁止されるガス導管事業者とグループ会社との共同での営業や広告宣伝の判断基準

（５）情報の適正な管理のための体制整備
 建物・システムを特定関係事業者と共用する場合の基準等

（６）その他の適正な競争関係確保に必要な措置
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検討すべき論点（特定ガス導管事業者に課す体制整備義務の詳細）
 改正ガス事業法は、特定ガス導管事業者について、その中立性を確保することによりガス
供給事業者間の適正な競争関係を確保するため、情報の目的外利用の禁止・差別的
取扱いの禁止に上乗せする形で、以下の体制整備等を行うことを義務づけている※。
（一般ガス導管事業者と同じ。）
①情報を適正に管理するための体制の整備
②業務の実施状況を適切に監視するための体制の整備
③その他適正な競争関係を確保するために必要な措置

※全特定ガス導管事業者が義務の対象となっている。
 その措置の具体的な内容について経済産業省令で規定することとされているところ、特定
ガス導管事業者に対して課すべき措置の詳細について御議論いただきたい。（一般ガス
導管事業者に対する措置については前回議論済み。）

（参考）改正ガス事業法（２０２２年４月１日施行）
（ガス供給事業者間の適正な競争関係を確保するための体制整備等：一般ガス導管事業者につき第五十四条の八）
第八十条の八 特定ガス導管事業者は、経済産業省令で定めるところにより、託送供給の業務に関して知り得た情報その
他その特定ガス導管事業の業務に関する情報を適正に管理し、かつ、託送供給の業務の実施状況を適切に監視するた
めの体制の整備その他ガス供給事業者間の適正な競争関係を確保するために必要な措置を講じなければならない。

２ 特定ガス導管事業者は、毎年、経済産業省令で定めるところにより、前項の規定により講じた措置を経済産業大臣に
報告しなければならない。



一般ガス導管事業者の体制整備の内容（前回の結論）
 一般送配電事業者に課される体制整備義務のうち、①執務室の物理的隔絶②システ
ムの論理的分割及び⑦監視部門の設置については、相当の費用が生じ、その供給区
域における需要家数の少ない事業者においては需要家当たりの負担が相対的に大きく
なると考えられることや、万が一に競争関係阻害行為が発生した場合の影響は需要家
数の多い事業者ほど大きいと考えられること等に鑑み、ガスメーター取付数30万個以上
の一般ガス導管事業者に対して法的に義務づけることとし、それ以外の一般ガス導管事
業者については、ガイドライン上望ましい行為として位置付けることとした。

 また、①②⑦以外の体制整備の項目については、全ての一般ガス導管事業者に義務
付けることとされた。

4：負担が比較的大きい項目

 情報を適正に管理するための体制の整備
① 建物を小売・製造等と共用する場合には、別フロアにするなど、物理的隔絶を担保し、入室制限等を行うこと
② 情報システムを小売・製造等と共有する場合には、アクセス制限、アクセス者の識別等の措置を講ずること（情報システムの論理的分割等）
③ 情報の適正な管理に係る規程を整備すること
④ 情報管理責任者を設置すること
⑤ 取締役等及び従業者の研修を実施すること

 業務の実施状況を適切に監視するための体制の整備
⑥ 託送供給の業務における小売・製造事業者との取引及びその他の連絡・調整（軽微なものを除く）の内容及び経緯を記録し保存すること
⑦ 託送供給の業務の実施状況を監視する監視部門を託送供給の業務を行う部門と別に置くこと

※グループ内の小売・製造等から独立した組織であることを要する
 その他適正な競争関係を確保するために必要な措置

⑧ 法令等を遵守するための体制確保に係る責任者（法令遵守責任者）を設置すること
⑨ 託送供給業務が法令等に適合することを確保するための規程、計画を整備すること
⑩ 法令遵守責任者により監視を実施すること

（参考）一般ガス導管事業者の体制整備の内容



特定ガス導管事業者の体制整備の検討
 特定ガス導管事業者及び一般ガス導管事業者は、いずれも公平に利用されるべきガス
導管を取り扱う事業者であり、両者に求められる中立性は同等のものと考えられることか
ら、特定ガス導管事業者においても、一般ガス導管事業者と同様の体制整備義務（4
頁①～⑩）を課すことが適切と考えられる。

 また、①②⑦の体制整備義務を課す事業者の基準につき、両者で異なる基準を設ける
合理的な理由はないと考えられる（なお、法的分離の対象となる事業者を定める基準
についても、一般ガス導管事業者と特定ガス導管事業者で同一の基準となることが想
定されている）。
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（参考）関連する国会質疑（平成27年4月24日 衆・経済産業委員会）
〇多田政府参考人
（略）一般ガス導管事業者も特定ガス導管事業者も法的分離の対象には法文上いたしており
ます。この導管の総体としての規模が政令で定める規模以上という同じような政令を設ける
ことを考えております。（略）私ども、今回法的分離を実施する目的といいますのは、全面
の自由化に合わせまして、誰もがガス導管を公平に利用できることである、こういうふうに
考えてございます。したがいまして、基準をつくる際には双方を同等にすることが適当だと
考えておりますけれども、結果としてこのＩＮＰＥＸ、ＪＡＰＥＸは、現状でまいりますと
対象とはならない、このように考えております。



 したがって、体制整備のうち①②⑦を法的に義務付ける特定ガス導管事業者の基準は、
一般ガス導管事業者における基準と同様に、ガス供給に係る契約（自社小売への託送
供給を含む。）の総数（≒ガスメーター取付数）が３０万件以上の特定ガス導管事
業者とし、基準に該当しない特定ガス導管事業者については、①②⑦又はこれらに代替
する措置をガイドライン上望ましい行為として位置付け、その状況について、事業監査を通
じ確認することとしてはどうか。

 他方、①②⑦以外の体制整備の項目については、全ての特定ガス導管事業者に義務
付けることとしてはどうか。

 ただし、今後、特定ガス導管事業を取り巻く競争環境に大きな変化があった場合や、そ
の中立性に疑念が生じた場合には、速やかに、本基準の見直しを検討することとする。

特定ガス導管事業者の体制整備義務の基準（案）
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４頁①②⑦ ４頁③④⑤⑥⑧⑨⑩

Ａ 基準（上記）に該当する特定
ガス導管事業者

法的に義務付け 法的に義務付け

Ｂ その他の特定ガス導管事業者 ガイドライン上の
望ましい行為

法的に義務付け

体制整備義務の内容とその対象事業者との関係

※現状、いずれの特定ガス導管事業者も契約総数は１００件未満であるため、（Ａ）に該当する事業者はいない。
（経済産業省の聞き取り調査による（各事業者の契約件数は公開されていないため、事業者別の件数の詳細はお示し
しないこととする））
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（参考）特定ガス導管事業者一覧
所管 事業者名 所管 事業者名

本省

東京瓦斯株式会社

関東

川崎ガスパイプライン株式会社

石油資源開発株式会社 日本海洋石油資源開発株式会社

国際石油開発帝石株式会社 南富士パイプライン株式会社

南遠州パイプライン株式会社 株式会社オンサイト・エネルギー・サービス静岡

静浜パイプライン株式会社 ガスネットワーク吉田株式会社

株式会社ＪＥＲＡ
中部

中部電力株式会社

北海道
北海道瓦斯株式会社 エネロップ株式会社

釧路エルエヌジー株式会社 近畿 関西電力株式会社

エア・ウォーター株式会社
中国

瀬戸内パイプライン株式会社

東北
JXエルエヌジーサービス株式会社 水島エルエヌジー株式会社

東北天然ガス株式会社
四国

四国電力株式会社

秋田県天然瓦斯輸送株式会社 新居浜ＬＮＧ株式会社

関東
関東天然瓦斯開発株式会社

九州
九州ガス圧送株式会社

なのはなパイプライン株式会社 筑後ガス圧送株式会社

扇島都市ガス供給株式会社 三愛石油株式会社
※令和２年１月１５日時点（資源エネルギー庁ＨＰより引用）



適正なガス取引についての指針（抜粋）
Ⅳ 託送供給分野における適正なガス取引の在り方
２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為
（２）情報の目的外利用の禁止
ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為
ガス導管事業者は、託送供給に伴う情報の目的外利用の禁止を確保するため、以下の行為を行うこ

とが望ましい。
① 託送供給を依頼するガスを供給する事業を営む者（新たに託送供給を依頼しようとする者を含む。
以下「託送供給依頼者」という。）に対する託送供給に関連する情報連絡窓口は、自己又はグルー
プ内の製造部門又は小売部門ではなく、託送供給の業務及びこれに関連する業務（以下「託送供給
関連業務」という。）を行う部門（以下「託送供給関連業務部門」という。）に設置し、これを明
確化する。

② 託送供給関連業務部門において託送供給の業務を行う従業員は、自己又はグループ内の製造部門
又は小売部門の業務は行わない。ただし、供給設備の事故や非常災害時等、緊急的に供給支障を解
消することが必要な場合、自己又はグループ内の製造部門又は小売部門に属する者が託送供給関連
業務部門の業務を行うことを妨げるものではない。

③ 上記②に掲げるもののほか、ガス導管事業者は、現在、自己又はグループ内の製造部門又は小売
部門と連携して行われているガス導管事業者のガス供給業務の過度の硬直化・非効率化を招かない
よう留意し、連携して行う必要のある業務については、当該業務を明確化する。

④ 託送供給の業務に関して知り得た託送供給依頼者及びガスの使用者に関する情報（以下「託送供
給関連情報」という。）の目的外利用を防止するため、託送供給の業務を行う従業員は、託送供給
関連情報の記載のある文書・データを適切な方法により保管するとともに、託送供給関連業務部門
から他部門への託送供給関連情報の伝達及び両部門間の託送供給関連情報の共有（社内文書交換、
共通サーバーへのアクセス等）等を管理する。また、託送供給関連業務部門と他部門は別室にする
等、物理的に隔絶する。

（参考）適正なガス取引についての指針①
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適正なガス取引についての指針（抜粋）
Ⅳ 託送供給分野における適正なガス取引の在り方
２ 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為及び問題となる行為
（２）情報の目的外利用の禁止
ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為
（①～④は前頁に記載）
⑤ 託送供給関連業務部門と他部門との人事交流に当たっては、託送供給関連情報の目的外利用を防止する
ため、行動規範を作成し、当該従業員に遵守させる。
なお、両部門を統括するような地位にある従業員、経営者等についても行動規範を遵守させる。

⑥ 託送供給関連業務部門に提供された情報で、託送供給関連業務等の遂行のため、他部門に渡さざるを得ない
もの（技術的検討依頼を行う場合等）については、託送供給依頼者や関連するガス使用者の名称を符号化して
扱う等の対応により、その情報を他部門が目的外に活用できないように管理する。
⑦ 託送供給関連情報の目的外利用の禁止を含め、託送供給関連情報の取扱いに関して、社内規程等を作成し、
公表する。また、当該社内規程等の遵守状況に係る管理責任者を選任し、公表する。
⑧ なお、ガス導管事業者のガス事業の規模や経営実態から、上記①から⑦までの措置の厳格な実施が困難な場
合においては、導管ネットワークの公平・透明な利用というガス事業法の趣旨を踏まえ、事業規模等に応じた適切な
情報管理を行うものとする。

（参考）適正なガス取引についての指針②
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（電気供給事業者間の適正な競争関係を確保するための体制整備等）
第二十三条の四 一般送配電事業者は、経済産業省令で定めるところにより、託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得
た情報その他その一般送配電事業の業務に関する情報を適正に管理し、かつ、託送供給及び電力量調整供給の業務の実施状況を
適切に監視するための体制の整備その他電気供給事業者間の適正な競争関係を確保するために必要な措置を講じなければならない。
２ 一般送配電事業者は、毎年、経済産業省令で定めるところにより、前項の規定により講じた措置を経済産業大臣に報告しなければ
ならない。

（参考）改正電気事業法（２０２０年４月１日施行）
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（体制の整備等）
第三十三条の十五 法第二十三条の四第一項の規定により一般送配電事業者が講じなければならない体制の整備その他電気供給
事業者間の適正な競争関係を確保するために必要な措置は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。
一 当該一般送配電事業者の業務の用に供する室とその特定関係事業者の業務（当該一般送配電事業者がその特定関係事業
者から受託する業務を除く。）の用に供する室とを区分するものであること。
二 託送供給及び電力量調整供給の業務を行う部門（以下この条において「託送供給等部門」という。）に非公開情報の管理の
用に供するシステムとして次に掲げる要件（当該システムをその特定関係事業者と共用しない場合は、イ及びロに掲げる要件を除
く。）を満たすことが確保されたものを構築するものであること。
イ 託送供給及び電力量調整供給の業務並びに再エネ特措法第二条第五項に規定する特定契約に基づき調達する再生可能エ
ネルギー電気の供給に係る業務の用に供する目的以外の目的のために非公開情報を取り扱うことができないものであること。
ロ 必要に応じて区分された非公開情報ごとに、それぞれ当該区分された非公開情報を利用し、又は提供するために入手することが
できる者として特定された者のみが当該情報を入手することができるものであること。
ハ 当該システムを使用して非公開情報を入手した者を識別することができる事項、当該者が入手した非公開情報の内容及び当該
非公開情報を入手した日時を記録し、これを保存するものであること。

三 託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た情報その他その一般送配電事業の業務に関する情報の入手、利用、
提供その他の当該情報の取扱いについて、これを適正なものとするために当該一般送配電事業者の取締役、執行役及び従業者
（取締役、執行役及び従業者であった者を含む。第七号並びに第四十四条の十三第一項第三号及び第七号において同じ。）が
遵守すべき規程を作成するものであること
四 前号の規定により作成する規程を遵守させるため、当該一般送配電事業者の取締役、執行役及び従業者に対し必要な研修を
実施するものであること。
五 託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た情報その他その一般送配電事業の業務に関する情報の管理責任者
（次号及び第七号において「情報管理責任者」という。）を置くものであること。

（参考）電気事業法施行規則（２０２０年４月１日施行）



（参考）電気事業法施行規則（２０２０年４月１日施行）
（体制の整備等）
第三十三条の十五 法第二十三条の四第一項の規定により一般送配電事業者が講じなければならない体制の整備その他電気供給
事業者間の適正な競争関係を確保するために必要な措置は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。
（一～五は前頁に記載）
六 情報管理責任者は、当該一般送配電事業者の取締役又は執行役をもってこれに充てることとするものであること。
七 情報管理責任者をして、第三号の規定により作成する規程が当該一般送配電事業者の取締役、執行役及び従業者によって遵
守されるよう、託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た情報その他その一般送配電事業の業務に関する情報の取
扱いを管理させるものであること。
八 託送供給等部門をして、託送供給及び電力量調整供給の業務について、当該一般送配電事業者と小売電気事業者又は発
電事業者との取引及び連絡調整の経緯及びその内容（この号及び次条において「取引及び連絡調整の経緯等」という。）を記録
し、これを保存するものであること。ただし、その取引及び連絡調整の経緯等が軽微なものであるときは、この限りでない。
九 法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は約款若しくは業務規程その他の規則をいう。以下同じ。）を遵守するための
体制の確保に係る責任者（以下「法令遵守責任者」という。） を置くものであること。
十 法令遵守責任者をして、託送供給及び電力量調整供給の業務その他その一般送配電事業の業務が法令等に適合することを
確保するための規程及び計画を整備し、及び運用すること並びにその業務執行の状況の監視（次条において「法令等を遵守するた
めの体制の整備等」という。）を行わせるものであること。
十一 当該一般送配電事業者の託送供給及び電力量調整供給の業務その他その一般送配電事業の業務の実施状況を監視する
部門（以下この条において「監視部門」という。）を託送供給等部門及び再エネ特措法第二条第五項に規定する特定契約に基づ
き調達する再生可能エネルギー電気の供給に係る業務を行う部門とは別に置くものであること。
十二 監視部門は、その特定関係事業者から独立した組織であること。
十三 監視部門をして、託送供給等部門及び再エネ特措法第二条第五項に規定する特定契約に基づき調達する再生可能エネル
ギー電気の供給に係る業務を行う部門における託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た情報その他その一般送配
電事業の業務に関する情報の取扱いが適正であるかどうかについて監視させるものであること。
十四 監視部門をして、託送供給及び電力量調整供給の業務その他その一般送配電事業の業務の運営及び内容について、法令
等を遵守するものであるかどうかについて監視させるものであること。
十五 監視部門をして、前二号の規定により行わせた監視の結果を取締役会その他の業務執行を決定する機関に報告させるもので
あること。

２ 前項第二号ハ及び第八号の規定による記録の保存期間は、五年間とする。
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（参考）電気事業法施行規則（２０２０年４月１日施行）
（体制の整備等に関する報告）
第三十三条の十六 法第二十三条の四第二項の規定による報告をしようとする者は、毎事業年度経過後三月以内に、様式第二十
六の三の体制整備等報告書に、当該事業年度に係る法第二十三条の四第一項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状
況に関する事項として次に掲げる事項を記載した書類を添えて経済産業大臣に提出しなければならない。
一 前条第一号の規定により区分した室の配置
二 前条第二号の規定により構築したシステムの概要
三 前条第三号の規定により作成した規程
四 前条第四号の規定により実施した研修の内容
五 前条第五号、第六号、第九号、第十一号及び第十二号の規定により整備した体制
六 前条第七号の規定により実施した管理の内容
七 前条第八号の規定により記録した取引及び連絡調整の経緯等の概要
八 前条第十号の規定により作成した規程及び計画並びに同号の規定により行った監視の結果
九 前条第十号の規定により行った監視の結果、法令等を遵守するための体制の整備等が適正でない場合において、当該体制の整
備等を是正するための措置を講じたときはその内容、当該措置を講じなかったときはその理由
十 前条第十三号及び第十四号の規定により行った監視の結果
十一 前条第十三号の規定により行った監視の結果、託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た情報その他その一般
送配電事業の業務に関する情報の取扱いが適正でない場合において、当該取扱いを是正するための措置を講じたときはその内容、
当該措置を講じなかったときはその理由
十二 前条第十四号の規定により行った監視の結果、記録した取引及び連絡調整の経緯等が、法令等の規定を遵守するものでない
場合において、取引及び連絡調整の方法を是正するための措置を講じたときはその内容、当該措置を講じなかったときはその理由
十三 前条第一項各号に掲げる措置のほか、法第二十三条の四第一項の規定に基づき、電気供給事業者間の適正な競争関係を
確保するために講じたその他の措置がある場合には、その内容
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送配電事業者に求める体制整備等の内容②（業務の適切な監視）

 託送供給等業務の実施状況の適切な監視のための体制整備については、差別的取
扱いの有無等を自ら監視して是正するよう、以下の①～④を求めることが適当と考えら
れるのではないか。

○一般送配電事業者における業務の適切な監視をするための体制整備（案）
① 託送供給及び電力量調整供給の業務（以下、「託送供給等業務」という。）における発電・小
売事業者との取引及びその他の連絡・調整（軽微なものを除く）の内容及び経緯を記録し保存すること

② 託送供給等業務の実施状況を監視する監視部門を別に置くこと
③ 監視部門が託送供給等業務の実施状況を監視すること
④ 監視部門がその監視結果を取締役会へ報告すること

※電気通信事業法においても、これと同等の措置を電気通信事業者に求めている。

＜参考＞
• 制度設計ＷＧにおいては、一般送配電事業者に体制整備（法令遵守計画の策定・実施、法令遵守担当者による監視
等）を法律上義務づけ、その遵守状況の公表を義務付けることについて議論されていた。

• ＥＵ指令においては、ＩＴＯに中立性確保のためのコンプライアンス・オフィサーの設置（いずれも規制機関による承認が必
要。）が義務付けられている（21条）。

参考（第29回制度設計専門会合資料抜粋：
平成30年4月）
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送配電事業者に求める体制整備等の内容③（その他の措置）

 その他の措置として、送配電事業者の中立性をより確実に確保する観点から、法令遵
守計画を策定し、その計画を実施することを求めてはどうか。

○一般送配電事業者におけるその他適正な競争関係を確保する措置（案）
●送配電事業の中立性確保のための法令遵守計画（内部規程の整備、従業者等の研修・管理、法令遵
守担当者による監視、内部通報窓口の整備など）を策定し、その計画を実施すること

※法令遵守計画については、その効果を定期的に評価し、必要に応じて見直すことが望ましい。

＜参考＞
• 制度設計ＷＧにおいては、一般送配電事業者に体制整備（法令遵守計画の策定・実施、法令遵守担当者による監
視等）を法律上義務づけ、その遵守状況の公表を義務付けることについて議論されていた。（なお、公表については、その後の
法制化の検討の中で、電気通信事業法等を踏まえ、経済産業大臣に報告する仕組みとされた。）

• ＥＵ指令においては、ＩＴＯに中立性確保のためのコンプライアンス・プログラムの策定・実施（規制機関による承認が必
要。）が義務付けられている（21条）。

参考（第29回制度設計専門会合資料抜粋：
平成30年4月）






